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関係法律の整備に関する法律」1）（平成 22 年法律第 71 号）により、障害者等に関する情報を
交換し、地域の障害者等の支援体制を充実・強化していくために法定化された。現在、名称
を協議会とし、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（以下「障












































祉主事が 4名、社会福祉士が 3名、精神保健福祉士が 2名、介護支援専門員が 1名であ
った。その他ピア・スタッフが 3名いた。
3．実施期間：平成 29 年 6 月 16 日から平成 29 年 8 月 16 日
4 ．インタビュー方法：半構造化面接。






















































































































































































































































































































































































































し、「放課後等デイサービス事業所の質の向上のための取組について」（平成29年 4 月 3 日）を発令し
ている。
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